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平成 18 年度に削減された
人件費は、単年度で約 4億円
になりますが、職員の削減効
果は平成 19 年度以降も続き
ます。この考え方で人件費の
削減効果を試算すると平成 19
年度までの累計で約 11 億円、
平成 27年度までの 10年間で
は、累計で約 106 億円の人件
費削減となります。 ※人件費の基礎数値は、新市建設計画と同様に平成15年度の人件費を使用して

　います。また、人件費には給与のほかに共済負担金、退職手当負担金、地公
　災負担金が含まれています。

◎人件費削減効果

⑵職員削減に伴う人件費削減効果⑵職員削減に伴う人件費削減効果
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　　合併前の平成17年4月1日の1市3町の職員数（消防職員を除く）は、合併前の平成17年4月1日の1市3町の職員数（消防職員を除く）は、
1,092 人でしたが、平成 18年 4月 1日の職員数は、1,042 人となり合1,092 人でしたが、平成 18年 4月 1日の職員数は、1,042 人となり合
併前の職員数と比較して、50人削減となりました。併前の職員数と比較して、50人削減となりました。
　さらに、平成19年4月1日では35人削減し、職員数は1,007人となっ　さらに、平成19年4月1日では35人削減し、職員数は1,007人となっ
ています。ています。
　また、前年度の退職者の2分の1を新規採用する「退職・1／2採用方式」　また、前年度の退職者の2分の1を新規採用する「退職・1／2採用方式」
により、平成 27年 4月 1日の目標職員数（消防職員を除く）を 875人により、平成 27年 4月 1日の目標職員数（消防職員を除く）を 875人
とし、10年間で 217人の削減（削減率 19.9％）を目指します。とし、10年間で 217人の削減（削減率 19.9％）を目指します。

◎削減状況の推移◎削減状況の推移

⑴職員削減の状況⑴職員削減の状況
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常に改革と前進を図らなければ、行政といえども時代の流れの中に埋没し
てしまうことは必至です。財政改革はその中でも特に重要な課題であり、深
谷市でも補助金を見直さざるを得ない状況となっております。
　医師会員の皆様が苦労されて運営してこられた深谷大里看護専門学校も、
その例外とすることはできませんでした。市は、平成７年度に建設費の一部
約５億円を補助金として交付し、また、運営費の借り入れに対する償還金総額約 2億 5 千万円を
市で補助してまいりました。これは、私が市長に就任した後も契約に基づき履行させていただきま
した。            　
　しかし、看護専門学校への県補助金が削減されつつあり、今後は赤字運営の補

ほ

填
てん

のために、市が
運営費を補助してゆかねば経営が難しいことも明らかでありました。こうした財政的課題を克服し、
加えて医師会の負担を軽減できるという利点も踏まえ、看護専門学校の存続を図るためには、看護
専門学校を引き継ぐ大学を積極的に誘致し、その経営母体による新たな法人が設立され、運営を図っ
ていただくことが最善の方法であるとの考えに至りました。
　現状の維持が次第に困難になる中で、私は、看護専門学校の生き残りをかけ、さらに将来的に発
展できる可能性を重視し、医師会と協議を重ね、運営そのものを改革する道を選択させていただい
たのです。医師会が設立した看護専門学校と大学の両方ともうまく存立し、市の財政負担を軽減さ
せることを念頭に熟慮した結果なのです。
今日、時代の流れに沿った改革を実施していくために、市町村の合併や企業の合併または統廃合
が進められております。こうした合併や統廃合については、確かに情において忍びないところはあ
ろうかと思いますが、私は、決して情に流されることなく、将来へ向けて何が本当に求められてい
るのかを、冷静に考えてまいりたいと存じます。
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整備年度

平成１８年度

平成１８年度

平成１８年度

平成１９年度

平成１９年度

平成１９年度

合併後台数

　３６３台

　１９４台

　１２７台

　１０９台

　１０４台

　１０９台

１，００６台

合併前台数

１０４台

　９０台

　４２台

　４２台

　４６台

　４２台

３６６台

対象学校

旧岡部町小学校４校

旧川本町小学校２校

花 園 小 学 校

岡 部 中 学 校

川 本 中 学 校

花 園 中 学 校 
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　　～平成 18年度に約 4億円削減～～平成 18年度に約 4億円削減～

～平成17・18年度で 85人削減～～平成 17・18年度で 85人削減～


